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３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1600003 東京都新宿区四谷本塩町４
41 住友生命四谷ビル４階 独立行政法人自
動車技術総合機構 総務部会計課（契約に関
すること）電話0353633443 検査部施設
課（仕様に関すること）電話0353633573
 入札説明会の日時及び場所 実施しないこ
ととする。ただし、独立行政法人自動車技術
総合機構本部において平成31年１月16日（水）
から平成31年３月７日（木）までの間に仕様
書等必要書類を配布する。
 入札、開札の日時及び場所 平成31年３月
８日（金）14時00分 独立行政法人自動車技
術総合機構 ５階第２会議室
なお、入札時刻の詳細は入札説明書による。

４ 契約に係る情報の公表について 独立行政法
人が行う契約については、「独立行政法人の事
務・事業の見直しの基本方針」（平成22年12月７
日閣議決定）において、独立行政法人と一定の
関係を有する法人と契約をする場合には、当該
法人への再就職の状況、当該法人との間の取引
等の状況について情報を公開するなどの取組を
進めることとされているところです。
このため、落札者においては、以下のとおり、
当機構との関係に係る情報を当機構のホーム
ページで公表することとしますので、所要の情
報の当方への提供及び情報の公表に同意の上
で、応札若しくは応募又は契約の締結を行って
いただくようご理解とご協力をお願いいたしま
す。
なお、案件への応札若しくは応募又は契約の
締結をもって、本取扱いに同意されたものとみ
なさせていただきますが、応札若しくは応募又
は契約の締結を行ったにもかかわらず情報提供
等の協力をしていただけない落札者について
も、その名称等を公表させていただきますので、
ご了知願います。
 公表の対象となる契約先 次のいずれにも
該当する契約先が公表の対象となります。
 当機構において役員を経験した者（役員
経験者）が再就職していること又は課長相
当職以上の職を経験した者（課長相当職以
上経験者）が役員、顧問等として再就職し
ていること

 当機構との間の取引高が、総売上高又は
事業収入の３分の１以上を占めていること
※予定価格が一定の金額を超えない契約や
光熱水費の支出に係る契約等は対象外と
なっています。

 公表する情報 上記に該当する契約先につ
いて、契約ごとに、物品役務等の名称及び数
量、契約締結日、契約先の名称、契約金額等
と併せ、次に掲げる情報を公表します。
 当機構の役員経験者及び課長相当職以上
経験者（当機構ＯＢ）の人数、職名及び当
機構における最終職名
 当機構との間の取引高
 総売上高又は事業収入に占める当機構と
の間の取引高の割合が、次の区分のいずれ
かに該当する旨
３分の１以上２分の１未満、２分の１以
上３分の２未満又は３分の２以上
 一者応札又は一者応募である場合はその
旨

 当方に提供していただく情報
 契約締結日時点で在職している当機構Ｏ
Ｂに係る情報（人数、現在の職名及び当機
構における最終職名等）
 直近の事業年度における総売上高又は事
業収入及び当機構との間の取引高

 公表日 契約締結日の翌日から起算して原
則として72日以内（４月に締結した契約につ
いては原則として93日以内）

５ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 独占禁止法に違反する行為があった場合の
措置 独占禁止法に違反する行為があった場
合は、入札は無効となり、契約締結後にあっ
ては、損害賠償金の請求を行うとともに契約
を解除することがある。
 入札の無効 入札説明書による
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 最低価格落札方式
 手続における交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Contracting Entity : Hisaharu Yana‑

gawa, President, National Agencey for Au‑

tomobile and Land Transport Technology.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 7, 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Manufacture of the clothing for

the inspection in the Heisei 30 fiscal year

(summer clothes).

 Nature and quantity of the services to be

purchased : as per the specifications.

 Delivery period : as per the specifica‑

tions.

 Delivery place : as per the specifications.

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tenders are

those who shall :

 Have a Grade B or C on manufactur‑

ing of products or sales of products in

terms of qualification for participating in

general competition (Single qualification

for every ministry and agency) in the fis‑

cal year 2016, 2017 and 2018.

 Others are based on a bid description.

 Contact point for the notice : National

Agency for Automobile and Land Trans‑

port Technology, 4F Sumitomoseimei

Yotuya Building 441 Yotsuyahonshiocyo
Shinjukuku Tokyo 1600003 Japan. The
accounts section (concerning promise) TEL

0353633443 The enforcement section
(concerning manner) TEL 0353633573
 Time limit of tender : 2 : 00 PM 8 March

2019

〇第 10 号
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量 自動車試験場、自動
車試験場第二地区及び研修センターで使用す
る電気 予定契約電力600ｋW（自動車試験
場）214ｋW（自動車試験条第二地区）71ｋ
W（研修センター）予定使用電力量933200
ｋＷｈ（自動車試験場）267600ｋＷｈ（自
動車試験場第二地区）182000ｋＷｈ（研修
センター）
 調達件名の仕様 仕様書による。
 納入期限 仕様書による。
 納入場所 仕様書による。

 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の８％に相当す
る額を加算した金額（１円未満切り捨て）を
もって落札価格とするので、入札者は、消費
税及び地方消費税に係る課税事業者であるか
免税事業者であるかを問わず、見積もった契
約金額の108分の100に相当する金額を入札書
に記載すること。

２ 競争参加資格
 平成28・29・30年度一般競争参加資格（全
省庁統一資格）「役務の提供等」において、「Ａ」
又は「Ｂ」の等級のいずれかに格付けされて
いる者であること。
 その他は入札説明書による。
 本調達に係る入札説明書、仕様書等を受領
しない者は入札に参加できない。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省公共事業等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。
 国の機関から指名停止措置を受けている期
間中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1600003 東京都新宿区四谷本塩町４
41 住友生命四谷ビル４階 独立行政法人自
動車技術総合機構 総務部会計課
 入札説明会の日時及び場所 実施しないも
のとする。ただし、独立行政法人自動車技術
総合機構本部において平成31年１月16日（水）
から平成31年３月７日（木）の土日祝日を除
いた期間において仕様書等必要書類を配布す
る。
 入札、開札の日時及び場所 平成31年３月
８日14時30分 独立行政法人自動車技術総合
機構 ５階第２会議室

４ 契約に係る情報の公表について 独立行政法
人が行う契約については、「独立行政法人の事
務・事業の見直しの基本方針」（平成22年12月７
日閣議決定）において、独立行政法人と一定の
関係を有する法人と契約をする場合には、当該
法人への再就職の状況、当該法人との間の取引
等の状況について情報を公開するなどの取組を
進めることとされているところです。
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